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本市水道事業は、昭和 29 年 3 月に事業認可を受け、昭和 31 年 1 月から

ああああああああああああああ給水を開始しました。以後、6 次にわたる拡張事業で水道施設の整備を進め、

平成 29 年度には給水人口 115,804 人、給水戸数 55,290 戸となり、普及率は 96.2％となりました。現

在、黒字決算を維持していますが、水需要の減少により給水収益の増加は見込めない一方で、施設の耐震化や

更新対策のために投資の増大が見込まれるという厳しい経営環境に対応し、今後の経営の見通しを立て、事業

全般において一層の効率化を図り、中長期的な視野で経営基盤強化を目指すものです。 

本市水道事業の中長期的な事業経営方針を示す経営面での最上位計画です。 

アセットマネジメント手法を用いて中長期的な更新需要と財政収支の見通

ああああああああああああああしを立てたうえで、2019～2028 年度の 10 年間の計画期間内における具

体的な投資計画と財政計画とを均衡させた投資・財政計画を示したものであり、PDCA サイクルに基づいて

フォローアップを図り、３～５年毎にそれまでの進捗を評価した見直しを行います。 

 

 

●経営戦略の策定趣旨 

 

 

 

 
 

【水需要予測】 
今後の水需要の見通し 

【給水収益】 

給水収益は、水需要の減少に伴って年々減少し

ています。過去 10年間でみると約 10％も減少

しています。今後もこの傾向が続く見込みです。 

 

給水収益の推移（億円） 

【管路の状況】 

【耐震化の状況】 
本市の水道料金は、消費税率引き上げに伴う平成

26年 4月の改定を除くと、平成 9年 4月から料金

改定を行っていません。また、愛媛県内 11市では最

も安く、平均に比べてかなり低い値となっています。 

 県内市水道料金の比較 20㎥当たり家庭用料金〔平成 30年 4月現在〕 

 

●水道事業の現状と課題 

アセットマネジメント（中長期的な見通し）

投

資

今後の事業量をつかむ 財源確保のあり方を考える

経営戦略（投資・財政計画）

更新需要の見通し 財政収支の見通し

今後10年を具体化

財

源

ギャップ
解消

（収支均衡）

投資計画 財政計画

投資計画と財政計画を
均衡させた投資・財政
計画を策定する

（平成22年度策定）

（平成27年度見直し）

計画期間：平成22～32年度

新居浜市水道ビジョン

新居浜市水道事業
経 営 戦 略

（2018年度策定）
計画期間：2019～2028年度

公営企業の経営に
当たっての

留意事項について
(総務省)

(平成26年8月)

(平成22年度策定)

第五次新居浜市
長期総合計画

新水道ビジョン
(厚生労働省)

(平成25年3月策定)

整合

整合

まちづくりについての
長期的な指針であり、
目標年次は平成32年度

経営基盤の強化と財政
マネジメントの向上への
取り組み推進
経営戦略の作成推進
（10年以上の計画期間）

「安全」「強靭」「持続」
を目標とし、水道関係者の

役割分担を明記

人口減少や節水型水使用機器の普及等に伴っ

て、今後も生活用水や業務営業用水の需要の減少

が見込まれるため、有収水量も緩やかに減少を続

ける見通しです。2028年度には 3.3万㎥／日、

2034 年度には 3.1 万㎥／日まで減少する見込

みです。 

本市水道の管路延長は、平成 28 年度末時点で約

610km、管種別では、小口径管路に使用する塩化ビ

ニル管の割合が 47％、大中口径管路に使用する鋳鉄

管が 43％となっています（近年は塩化ビニル管に代

わってポリエチレン管を使用）。布設年度別では、

1970 年代から増え始め、1987～1991年度をピ

ークとし、1997～2001 年度が布設延長の多い期

間となっています。特に管路の法定耐用年数である

38 年を超える管路は約105km と、全体の 17％を

占めており、今後、更に老朽化した管路が増加する

見通しです。 

 

布設年度別での管路延長 
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を超える管路：105km 
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【経営指標の分析】 

経営指標による分析結果をまとめると、類似事業体に比べ、「債務残高」、「料金水準の適切性」、「管路の経

年化の状況」の項目が低くなっており、企業債への依存が高く、水需要減少が続くことに伴う収益性の悪化

が更新需要増加に対する財源確保の面で大きな課題となっていることがわかります。 

35

40

45

50

55

60
経常損益

累積欠損

支払能力

債務残高

料金水準の適切性

費用の効率性施設の効率性

供給した配水量

の効率性

施設全体の

老朽化度合い

管路の

経年化の状況

管路の更新投資

の実施状況

類似事業体平均

新居浜市

35

40

45

50

55

60
経常損益

累積欠損

支払能力

債務残高

料金水準の適切性

費用の効率性施設の効率性

供給した配水量

の効率性

施設全体の

老朽化度合い

管路の

経年化の状況

管路の更新投資

の実施状況

類似事業体平均

新居浜市

経営指標による分析結果 
（類似事業体平均を 50 としたときの偏差値） 

 

（類似事業体平均を 50としたときの偏

差値） 

 

10％減 

 基幹管路の耐震化率（29.7％）は、類似事業体

平均（23.0％）と比べて高い値となっていますが、

全国平均の 38.7％と比較すると低く、更に耐震

化を推進していく必要があります。 

 

【水道料金の状況】 
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35.0
40.0

2012年度

（H24年度）

2013年度

（H25年度）

2014年度

（H26年度）

2015年度

（H27年度）

2016年度

（H28年度）

（％） 基幹管路耐震化率
新居浜市

類似事業体平均

実績値（2016年度） 新居浜市の

新居浜市 類似事業体平均 偏差値

経常損益 経常収支比率 116.71 ％ 120.16 ％ 46.4 今後の収益性低下に要注意

累積欠損 累積欠損金比率 0.00 ％ 0.00 ％ 50.0 特に問題なし

支払能力 流動比率 283.72 ％ 363.95 ％ 45.6
今後の更新需要に対する自己
資金確保が必要

債務残高
企業債残高
対給水収益比率

338.90 ％ 220.92 ％ 42.1
自己資金に余裕がないため、企
業債への依存度が高い

料金水準の適切性 料金回収率 108.91 ％ 114.96 ％ 44.9
今後の水需要減少で悪化するお
それあり

費用の効率性 給水原価 102.48 円/m
3 118.09 円/m

3 55.8
浄水処理コストなどを抑えてお
り、効率性非常に高い

施設の効率性 施設利用率 70.92 ％ 66.86 ％ 54.2
現状では効率性高いが、水需要
減少で今後規模の適正化必要

供給した配水量
の効率性

有収率 93.54 ％ 90.81 ％ 55.6 漏水防止対策の効果が顕著

施設全体の
老朽化度合い

有形固定資産
減価償却率

46.15 ％ 45.79 ％ 48.8
今後増加する老朽化施設・管路
への対応が必要

管路の
経年化の状況

管路経年化率 20.37 ％ 13.35 ％ 40.7 今後計画的な管路更新が必要

管路の更新投資
の実施状況

管路更新率 1.28 ％ 1.20 ％ 51.4
管路更新ペースを速めている
が、今のペースでも71年かかる

※偏差値は、50点より高いと類似事業体平均よりも評価が高く、50点未満であれば評価が低い。
　50点以上を　　　　45点以上50点未満を　　　　45点未満を　　　　で表示する。

項目 対応する経営指標 分析・評価

【経営戦略の策定趣旨】 

【経営戦略の位置づけ】 

【経営戦略の内容】 
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基本理念を達成するためには、本市水道ビジョンで示した『安心』、『安定』、『持続』及び『環境』の 4 つ

の施策目標の実現をめざしていかなければなりません。しかし、水需要減少、更新需要増加等の本市水道事 

●経営戦略の基本理念と方向性 

本市水道ビジョンでは、おいしい水を未来の子どもたちへ

残していくことを願い、基本理念を『おいしい水を、子ど

もたちへ ～潤いのある街、にいはま～』としています。こ

の基本理念は、経営戦略での基本理念としてもふさわしい

ものと考え、本経営戦略の基本理念として位置づけます。 

【基本理念】 

【方向性】 

 

〒792-8585 愛媛県新居浜市一宮町一丁目５番１号 新居浜市水道局水道総務課 

電話：0897-65-1330  FAX：0897-65-1335  E-mail：suidousoumu@city.niihama.lg.jp 

本市水道ビジョン
施策目標

安心
安全・快適な給水の確保

安定
災害対策の充実

持続
水道の運営基盤の強化

環境
環境・エネルギー対策の強化

着実な実施

投資の合理化

財源の確保

経営戦略の方向性

投資以外の
コスト縮減策

均衡

投資計画

財政計画

 財源構成の見直し
 料金体系の見直し

持続可能な
経営へ

 長寿命化
 ダウンサイジング

など

など

業を取り巻く今後の厳しい経営環境を踏まえ、施策目標

の実現に向けた方向性としては、水道水の品質に直結す

る『安心』に関する施策を着実に進めつつ、『安定』や

『環境』に関わる施策については、より重要度や優先度

を踏まえて投資額の合理化を図り、『持続』に関わる施

策としては、投資以外の経費について継続的な縮減に努

めるとともに、必要な投資に対する財源確保を行うこと

で、「投資計画」と「財政計画」の収支均衡をめざしま

す。 

 

●投資・財政計画 

【事業基盤強化の取組】 

水道技術職員の技術力向上のための体制整備と

先進的な外部研修の積極的な受講・共有化等に取

り組みます。 

 

  

 組織体制や事務事業を見直す中で、さらなる官民

連携方策について検討を進めます。 

 

  

１ 人材育成と技術継承による組織力強化 ２ 官民連携の推進 

３ 広域連携の取組 

 

４ コスト縮減策などその他の取組 

 県・近隣事業体と共に、広域連携の実現可能な

ものを抽出し、具体化に向けた協議を進めます。 

アセットマネジメントの推進による施設のダ

ウンサイジング・スペックダウンなど、コスト削

減対策等に取り組みます。 

 

【投資計画について】 

 

単位：百万円

計画期間の更新需要
（2019～2028年度）

構造物・設備 2,817

管路 4,100

計 6,917

投資計画

ケース1 ケース2

耐震化・長寿命化整備（①） 2,600 2,423

新山根送水場関連整備（②） 220 50

水源地等設備更新 935 591

小　計 3,755 3,064

①に関連する管路整備（更新） 2,297 1,085

②に関連する管路整備（新設） 288 431

重要給水ルート耐震化整備（更新） 388 263

その他管路整備（新設） 596 765

その他管路整備（更新） 3,885 3,867

小　計 7,454 6,411

計 11,209 9,475

管
路

構
造
物
・
設
備

（構造物・設備）

更新需要に含まれない耐震化等

の機能強化に係る費用増加

（管路）

施設耐震化に合わせた管路更

新・耐震化時期の前倒しや新山

根配水池整備に伴う新たな管路

整備、バイパス道路等への管路

布設に伴う費用増加
施設耐震化に合わせた管路更新・耐震化等を

最大限見込む場合と一部組換えを行う場合

厚生労働省が示しているアセットマネジメント手法

を用いて、現況の水道資産に対する中長期的な更新需

要を推計の上、更新に係る費用に加えて、耐震化等の

機能強化に係る費用を含めた、今後 10 年間の投資額

について、施設耐震化に合わせた管路更新・耐震化等

を最大限見込む場合と一部組換えを行う場合の 2 ケー

スを設定し、投資計画の検討を行いました。 

 

概算事業費 整備年次

（百万円） 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

耐震化・長寿命化整備（①） 滝の宮送水場 780 #### #### #### #### 0 0 0 0 0 0

金子山配水池 1,191 0 0 0 #### #### #### #### #### 0 0

船木配水池 173 0 #### #### 0 0 0 0 #### #### 0

清住配水池 166 0 0 0 0 0 0 0 #### #### ####

瑞応寺配水池 113 #### 0 0 0 0 0 0 #### #### 0

小計 2,423 #### #### #### #### #### #### #### #### #### ####

新山根送水場関連整備（②） 50 0 0 0 #### 0 0 0 0 0 0

水源地等設備更新 591 #### #### #### #### #### #### #### #### #### ####

①に関連する管路整備 導水管 294 0 #### 0 0 0 0 #### #### #### ####

送水管 322 #### #### #### 0 0 0 0 0 #### 0

配水管 470 #### #### #### #### 0 #### #### #### #### 0

小計 1,085 #### #### #### #### 0 #### #### #### #### ####

②に関連する管路整備 導水管 5 0 0 0 #### 0 0 0 0 0 0

送水管 141 #### #### #### 0 0 0 0 0 0 0

配水管 285 0 0 0 0 0 #### #### #### #### ####

小計 431 #### #### #### #### 0 #### #### #### #### ####

重要給水ルート耐震化整備 配水管 263 0 0 0 0 0 #### #### #### #### ####

その他管路整備（新設） 配水管 765 #### #### #### #### #### #### #### #### #### ####

その他管路整備（更新） 配水管 3,867 #### #### #### #### #### #### #### #### #### ####

合計 9,475 #### #### #### #### #### #### #### #### #### ####

事業メニュー

今後１０年間の事業計画（ケース２） 

当年度純利益 

供給単価 企業債残高 

今後の更新需要増加に対して、極端に投資を抑

制するケース E では、施設等の劣化が進み、事故

等による断水リスクを高めることとなり、また、

料金改定をしないケース A 及びケース C は、投

資に必要な財源として企業債に頼らざるを得ず、

いくら投資の合理化を図ったとしても将来的に

収益的収支で赤字が発生する見通しです。さら

に、企業債残高も現行水準を超えて増え続けるこ

とから、将来へ負担を先送りすることとなり、持

続的な経営にはつながりません。 

 

 

料金改定をするケース B（改定率４５％）及び

ケース D（改定率２５％）で、必要な投資とそ

の財源のバランスが取れ、持続的な経営が可能と

なっています。このうち、ケース B は施設や管

路の老朽化・耐震化への備えとして最善のケース

ではありますが、その反面、水道料金の改定率が

高く、利用者のみなさまに求める負担としては 

（１）収益的収支

（単位：百万円、税抜き）

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

1,817 1,835 1,876 1,779 1,767 2,115 2,099 2,075 2,059 2,042 2,029 2,008

料金収入 1,507 1,494 1,476 1,451 1,438 1,782 1,771 1,745 1,729 1,713 1,702 1,681

長期前受金戻入 152 156 160 161 162 166 161 163 163 162 160 160

その他 158 185 240 167 167 167 167 167 167 167 167 167

収益的支出計 1,578 1,615 1,692 1,606 1,625 1,637 1,656 1,657 1,655 1,679 1,675 1,684

職員給与費 232 274 316 247 262 262 263 263 264 264 265 265

減価償却費 698 680 691 729 739 755 779 782 782 807 803 812

支払利息 115 109 108 102 95 90 84 81 78 76 74 73

維持管理経費等 533 552 577 528 529 530 530 531 531 532 533 534

239 220 184 173 142 478 443 418 404 363 354 324

（２）資本的収支

（単位：百万円、税込み）

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

1,281 1,071 482 510 520 410 400 377 347 344 346 301

企業債 1,100 800 350 370 380 270 260 236 207 204 206 161

その他 181 271 132 140 140 140 140 141 140 140 140 140

資本的支出計 1,686 2,493 1,538 1,367 1,380 1,470 1,438 1,416 1,450 1,429 1,430 1,204

建設改良費 1,334 2,135 1,172 988 1,000 1,102 1,097 1,073 1,135 1,121 1,128 916

企業債償還金 352 358 366 379 380 368 341 343 315 308 302 288

▲ 405 ▲ 1,422 ▲ 1,056 ▲ 857 ▲ 860 ▲ 1,060 ▲ 1,038 ▲ 1,039 ▲ 1,103 ▲ 1,085 ▲ 1,084 ▲ 903

5,904 6,346 6,330 6,321 6,321 6,223 6,142 6,035 5,927 5,823 5,727 5,600

※不足額は損益勘定留保資金などで補てんします。

収益的収入計

資本的収入計

当年度純利益

差引（不足額）

企業債残高

現実的なものではありません。以上のことから、最優先すべき事業へと可能な限り絞り込みを行い、料金改定

率を極力抑えたケースDの財政シミュレーションに基づく投資・財政計画を基本として、本市水道事業の基盤

強化を目指します。 

【財政計画について】 

財財政計画の策定にあたっては、次に示す 3つの基本

的な考え方に基づき、投資計画における財源確保の検討

を行いました。 

①当年度純利益の確保 今後も健全な経営を維持するた

めには、毎年の事業活動で発生するコストを料金収入等

でまかなえる状況でなければなりません。しかし、コス

ト縮減などの取組みを行ったうえで、それでも不足する

財源に対しては、水道料金改定の検討が必要となります。 

②自己資金の確保 全国的に災害が頻発しており、被災時には一時的に収入が途絶えることも想定しておか

なければなりません。そのため、最低でも現在の給水収益の 6 ヶ月程度に相当する 8 億円の確保をめざす

こととし、今後の更新需要に対する備えという観点から現行水準（10億円程度）を確保するものとします。 

③企業債残高の抑制 企業債は、世代間の負担を平準化する役割もありますが、今後の人口減少社会を見据

えると、次世代への過度な負担は避けなければなりません。そのため、企業債残高は、一時的に増加するこ

とがあっても、計画期間内には現行水準にあたる 59億円程度まで抑制することとします。 

【財政シミュレーション結果】 


